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第二期子ども・子育て支援事業計画に係る量の見込みについて 
（１）教育・保育の確保方策 

 

（単位：人） 

令和２年度 

認定区分 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育必要 ０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 教育希望が強い 左記以外 

量の見込み 
６３４ 

９１８ 

６８ ３８５ ２４６ ６７２ 

８８０ 

市内施設確保数 １，９６５ ８１０ ７８ ３８２ 

市外から受け入れ ３４２ ２４ ２ ２０ 

市外施設利用 ３０ ５３ ７ ２０ 

確保数 １，６５３ ８３９ ８３ ３８２ 

過不足数 ７７３ １６７ １５ ▲３ 

 

（単位：人） 

令和３年度 

認定区分 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育必要 ０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 教育希望が強い 左記以外 

量の見込み 
５９３ 

８６０ 

６５ ３７７ ２３１ ６２９ 

８２４ 

市内施設確保数 １，９６５ ８１０ ７８ ３８２ 

市外から受け入れ ３４２ ２４ ２ ２０ 

市外施設利用 ３０ ５３ ７ ２０ 

確保数 １，６５３ ８３９ ８３ ３８２ 

過不足数 ８２９ ２１０ １８ ５ 
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（単位：人） 

令和４年度 

認定区分 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育必要 ０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 教育希望が強い 左記以外 

量の見込み 
５６０ 

８１２ 

６４ ３７７ ２１８ ５９４ 

７７８ 

市内施設確保数 １，９６５ ８１０ ７８ ３８２ 

市外から受け入れ ３４２ ２４ ２ ２０ 

市外施設利用 ３０ ５３ ７ ２０ 

確保数 １，６５３ ８３９ ８３ ３８２ 

過不足数 ８７５ ２４５ １９ ５ 

 

（単位：人） 

令和５年度 

認定区分 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育必要 ０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 教育希望が強い 左記以外 

量の見込み 
５５４ 

８０４ 

６１ ３５３ ２１６ ５８８ 

７７０ 

市内施設確保数 １，９６５ ８１０ ７８ ３８２ 

市外から受け入れ ３４２ ２４ ２ ２０ 

市外施設利用 ３０ ５３ ７ ２０ 

確保数 １，６５３ ８３９ ８３ ３８２ 

過不足数 ８８３ ２５１ ２２ ２９ 
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（単位：人） 

令和６年度 

認定区分 

１号 ２号 ３号 

３歳以上 

教育希望 

３歳以上保育必要 ０歳 

保育必要 

１～２歳 

保育必要 教育希望が強い 左記以外 

量の見込み 
５４１ 

７８４ 

６０ ３４３ ２１０ ５７４ 

７５１ 

市内施設確保数 １，９６５ ８１０ ７８ ３８２ 

市外から受け入れ ３４２ ２４ ２ ２０ 

市外施設利用 ３０ ５３ ７ ２０ 

確保数 １，６５３ ８３９ ８３ ３８２ 

過不足数 ９０２ ２６５ ２３ ３９ 

 

 

（量の見込みの算出方法） 

・１号 ３歳以上               

H31幼稚園児数と H31 児童数（３～５歳）から算出した割合 55％に、 

R1.10.1 における 1 号の割合 72％を、各年度児童数（３～５歳）に乗じたもの。 

・２号 ３歳以上保育必要（教育希望が強い） 

H31幼稚園児数と H31 児童数（３～５歳）から算出した割合 55％に、 

R1.10.1 における２号の割合 28％を、各年度児童数（３～５歳）に乗じたもの。 

・２号 ３歳以上保育必要（上記以外）      

H31保育園児数と H31 児童数（３～５歳）から算出した割合 42％を、各年度     

児童数（３～５歳）に乗じたもの。 

・３号 ０歳保育必要 

    H31 保育園児数と H31 児童数（０歳）から算出した割合 16％を、各年度児童数

（０歳）に乗じたもの。 

・３号 １～２歳保育必要 

    H31保育園児数と H31児童数（１～２歳）から算出した割合 42％を、各年度 

児童数（０歳）に乗じたもの。 

・市外から受け入れ 

    幼稚園は R1.5.1 時点、保育園はH31.４.1 時点の数字と同数とした。 

・市外施設利用 

    幼稚園は R1.5.1 時点、保育園はH31.４.1 時点の数字と同数とした。 
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（２）地域子ども・子育て支援事業の確保方策 

 

１）時間外保育事業(延長保育) 

（単位：人） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み １８３ １７４ １６８ １６３ １５９ 

確保数 １８３ １７４ １６８ １６３ １５９ 

過不足数 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

２） 放課後児童健全育成事業(学童保育室) 

（単位：人） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み 

低学年 ７１０ ６８１ ６８４ ６４４ ６０３ 

高学年 １８３ １８２ １７８ １７８ １７０ 

計 ８９３ ８６３ ８６２ ８２２ ７７３ 

確保数 ８６７ ８６７ ８６７ ８６７ ８６７ 

過不足数 ▲２６ ４ ５ ４５ ９４ 

 

３）子育て短期支援事業(ショートステイ) 

（単位：人日） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み １２ １２ １１ １１ １１ 

確保数 １２ １２ １１ １１ １１ 

過不足数 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

４）地域子育て支援拠点事業 

 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み 28,335人日 27,033人日 25,828人日 25,928人日 24,633人日 

確保数 ７か所 ７か所 ７か所 ７か所 ７か所 
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５）一時預かり事業 

①幼稚園における在園児を対象とした一時預かり(預かり保育) 事業 

（単位：人日） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み 26,400 24,720 23,340 23,070 22,530 

確保数 42,000 42,000 42,000 42,000 42,000 

過不足数 15,600 17,280 18,660 18,930 19,470 

 

②保育園等※における一時預かり(預かり保育)事業 

（単位：人日） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み ４７１ ４５２ ４３８ ４２７ ４１３ 

確保数 ４７１ ４５２ ４３８ ４２７ ４１３ 

過不足数 ０ ０ ０ ０ ０ 

※ 保育園等とは、保育園、ファミリー・サポート・センター、トワイライト事業です。 

 

６）病児保育事業 

（単位：人日） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み ６６１ ６３２ ６１６ ５９４ ５７０ 

確保数 ２，０８０ ２，０８０ ２，０８０ ２，０８０ ２，０８０ 

過不足数 １，４１９ １，４４８ １，４６４ １，４８６ １，５１０ 

 

７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター）【就学後】 

（単位：人日） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み ４，０８６ ３，９９４ ３，９５１ ３，８３７ ３，６３９ 

確保数 ４，０８６ ３，９９４ ３，９５１ ３，８３７ ３，６３９ 

過不足数 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

８）妊婦に対する健康診査 

（単位：人） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み ４１８ ４０５ ３９２ ３８０ ３６８ 

確保数 ４１８ ４０５ ３９２ ３８０ ３６８ 

実施体制 対象となる妊婦に健康診査を行う。（保健センター） 
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９）乳児家庭全戸訪問事業 

（単位：人） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み ４２３ ４０９ ３９７ ３８４ ３７３ 

確保数 ４２３ ４０９ ３９７ ３８４ ３７３ 

実施体制 対象となる乳児の家庭に職員が訪問する。（保健センター） 

 

10）養育支援訪問事業及び要保護児童対策地域協議会その他の者による要保護児童等に対す

る支援に資する事業 

（単位：人） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み ４ ４ ４ ４ ４ 

実施体制 対象となる児童を支援訪問する。 

 

11）利用者支援事業 

（単位：箇所） 

 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み 

基本・特定型 １ １ １ １ １ 

母子保健型 １ １ １ １ １ 

計 ２ ２ ２ ２ ２ 

確保数 ２ ２ ２ ２ ２ 

 

1２）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

 年収 360 万円未満相当世帯の子ども及び所得階層に関わらず、第 3子以降の子どもに対 

する幼稚園副食費相当分を給付する。 

 

１３）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

事業の実施を検討する。 


